






























いる HPの 終閲覧日は，すべて2021年 4 月16日である。
論
説























（２） ゴアレーベンをめぐる経緯については，Wolfgang Durner, Das Be-
teiligungsverfahren nach dem Standortauswahlgesetz im Vergleich zu an-
deren Großvorhaben, NuR 2019, S. 241, 242 ; Olaf Däuper/ Adrian von Bern-
storff, Gesetz zur Suche und Auswahl eines Standortes für die Endlagerung
radioaktiver Abfälle－zugleich ein Vorschlag für die Agenda der “Kommis-
sion Lagerung hoch radioaktiver Abfallstoffe”, ZUR 2014, S. 24. 渡辺冨久子
「ドイツにおける高レベル放射性廃棄物 終処分地の選定」外国の立法258
号（2013年）80頁。
（３） Gorleben wird kein Endlager, Spiegel Online, 27.09.2020, 21.20 Uhr.
（https://www.spiegel.de/wissenschaft/mensch/gorleben-wird-kein-end-
lager-a-a3cf5d57-9606-4f27-829a-700698eddfad）
（４） Bundesgesellschaft für Endlagerung, Zwischenbericht Teilgebiete ge-
mäß § 13 StandAG, S. 129.
（５） 電気事業連合会 HP「高レベル放射性廃棄物の地層処分」（https://
www.fepc.or.jp/nuclear/haikibutsu/high_level/shobun/index.html）。


























































（Gesetz zur Suche und Auswahl eines Standortes für ein Endlager für
Wärme entwickelnde radioactive Abfälle（Standortsauswahlgesetz－Stan-
dAG）von 23.7.2013, BGBl. I S. 2553.）および立地選定法改正法（Gesetz
zur Fortentwicklung des Gesetzes zur Suche und Auswahl für ein Endlager
für hochradioaktive Abfälle（Standortauswahlgesetz－StandAG）von 5. 5.





















































































































































































































































経て策定される「基本方針」（ 終処分法 3条）および「 終処分計画」


































（ 終処分法 2条10項，施行令 4条）。したがって概要調査地区の選定は，
文献その他の資料による調査（文献調査）により，「概要調査地区として
選定しようとする地区」及びその周辺で過去に発生した地震等（ 終処分
法 6条 1項 1号），活断層の有無と概要（同 2号），第四紀の未固結堆積物
の有無と概要（ 終処分法同 3号，特定放射性廃棄物の 終処分に関する
法律施行規則（以下「規則」という。） 5条 1号），鉱物資源の有無とその













法と政治 72巻 1号 （2021年 5月） 83（83）
提出された意見に「配意」（規則12条）して，概要調査地区を決定する
（ 終処分法 6条 2項）。この後，機構は実施計画のうち「概要調査地区等
の選定に関する事項」を変更し，経済産業大臣による変更承認を受けなけ








これを「十分に尊重」（ 終処分法 4条 5項）したうえで， 終処分計画
のうち「概要調査地区等の選定及び 終処分施設の設置に関する事項」





































































しい変動の記録がなく（ 終処分法 6条 2項 1号），将来にわたってその
ような変動の生ずるおそれが小さいと見込まれ（同 2号）， 終処分を行
おうとする地層が第四紀の未固結堆積物であるとの記録がなく（同 3号，
規則 6条 2項 1号），その地層において経済的に価値が高い鉱物資源の存
在に関する記録がない（同 3号，規則 6条 2項 2号）場合に，そのような





地層の変動が長期間生じておらず（ 終処分法 7条 2項 1号），坑道掘削
に支障がなく（同 2号），当該地層内に活断層，破砕帯，地下水流がある
ときはそれらによる地下施設への悪影響が少ないと見込まれる地区の中か
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（41） 小池・前掲論文調査と情報976号 1 頁（2017年）1，12頁。
論
説





















































































































































（45） Däuper/von Bernstorff, ZUR 2014, S. 24.
（46） Vereinbarung zwischen der Bundesregierung und den Energiever-
sorgungsunternehmen vom 14. Juni 2000.
（47） Walter Frenz（Hrsg.）, Atomrecht, 2019, Gesetz zur Suche und Auswahl




（49） Dreizehntes Gesetz zur Änderung des Atomgesetzes vom 31. 7. 2011,































年に原子力法に追加された 9a条（Vierte Gesetz zur Änderung des Atomge-
setz von 30.8.1976, BGBl. I S. 2573.）は，使用済核燃料の再処理を原則と
し，それが技術的に不可能であるか，経済的に支持されない場合にのみ
終処分すべきものとしていた。しかし，Gesetz zur geordneten Beendigung
der Kernenergienutzung zur gewerblichen Erzeugung von Elektrizität vom
22.4.2002, BGBl. I S. 1351. により，再処理は2005年 7 月 1 日以降は許容さ
れないこととなった（原子力法 9a条 1項 2文）。
（51） Durner, NuR 2019, S. 241, 242.
（52） Auswahlverfahren für Endlagerstandorte, Empfehlungen des AkEnd－
Arbeitskreis Auswahlverfahren Endlagerstandorte, 2002.（以下 AkEndと引
用する。）
（53） Frenz, Atomrecht, StandAG, Einführung Rn. 1.

















































（55） AkEnd, S. 20.
（56） AkEnd, S. 70.
（57） AkEnd, S. 72 ff.
論
説




























ついては，Ulrich Smeddinck（Hrsg.），StandAG, 2017, Gesetzgebungs-
geschichte Rn. 18 ff.
（59） BT-DrS. 17/13471, S. 14.
（60） Hans Peter Bull, Wissenschaft und Öffentlichkeit als Legitimations-








































表者を含む 6名の市民から構成される（ 8条 3項 5文）。連邦およびラン
トの議会議員ならびに政府の構成員，さらに立地選定や 終処分に広い意
味で経済的利害を有する者は合議体の構成員となることができない（ 8条
行政庁として設立された（Artikel 1des Gesetz über die Errichtung eines
Bundesamtes für Strahlenschutz vom 9. 10. 1989, BGBl. I S. 1830 ; Gesetz
über die Errichtung eines Bundesamtes für kerntechnische Entsorgung, Ar-
tikel 3 des Gesetz zur Suche und Auswahl eines Standortes für ein Endlager
für Wärme entwickelnde radioaktive Abfälle und zur Änderung anderer Ge-
setze, von 23.7.2013, BGBl. I S. 2563.）。
論
説
法と政治 72巻 1号 （2021年 5月） 109（109）







る（ 8条 2項 1文）。国民協議会はその任務を果た
すにあたり連邦環境省により設置される（ 8条 4項 2文）事務局の支援を

















（63） Gesetz über die Errichtung eines Umweltbundesamtes vom 22. 7. 1974,
BGBl. I S. 1505. により設置された，連邦環境省の事務領域における独立
の連邦上級行政庁である。同法 1条 1項 2文 1号， 2号に本文中で述べた
所掌事務が挙げられている。
（64） Jan Ziekow, Neue Formen der Bürgerbeteiligung? Planung und
Zulassung von Projekten in der parlamentarischen Demokratie, Gutachten




























gerung hoch radioaktiver Abfallstoffe］の設立を定めた。委員会は委員長
（ 3条 1項 2文 1号）， 8名の科学界代表， 2名の環境保護団体代表， 2名
の信仰共同体代表，2名の財界代表，および 2名の労働組合代表（同 2号），
すべての会派を代表する 8名の連邦議会議員および 8名のラント政府構成
員（同 3号）から構成され，委員長と 2文 2号の定める委員は，連邦議会
と連邦参議院による同内容の選任提案に基づいて選任される（ 3条 1項 3
文）。連邦議会の構成員は連邦議会の各会派による共同の選任提案に基づ
いて，またラント政府の構成員は連邦参議院による共同の選任提案に基づ
いて定められる（ 3条 1項 4文）。委員会は，連邦議会の原子力問題を管
轄する委員会に設置され（ 3条 1項 7文前段），連邦議会が委員会事務局
を設ける（ 3条 1項 7文後段）。委員会の審議は原則として公開され，議








Peter Dolde, Neue Formen der Bürgerbeteiligung? Planung und Zulassung
von Projekten in der parlamentarischen Demokratie, NVwZ 2013, 769, 772.）。
論
説




くとも構成員の 3分の 2の同意をもって報告書を作成し（ 3条 5項），連
邦議会，連邦参議院及び連邦政府に提出す
（67）
る（ 4条 4項 1文）。報告書の
内容となるべき事項が広範に列挙されているが，中でも段階的な立地選定
手続において適用されるべき排除基準， 低要件，衡量基準（ 4条 2項 2
号）は連邦議会に対する勧告として作成されるものであり，連邦議会によ
る法律としての議決が予定されている（ 4条 5項）。また，報告書には選

















（66） BT-DrS. 17/13471, S. 14.
（67） 実際には2016年 6 月30日に提出された。
（68） 例えば，核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律24条
1 項 3 号は「原子力規制委員会規則で定める基準」への適合を求めている。



















112（112） 法と政治 72巻 1号 （2021年 5月）
第 2節 2017年立地選定法






















（70） Kommission Lagerung hoch radioaktiver Abfallstoffe, K-DrS. 268, Ab-
schussberischt der Kommission Lagerung hoch radioaktiver Abfallstoffe




（72） Art. 6 der Richtlinie 2011/70/Euratom des Rates vom 19. 7. 2011
über einen Gemeinschaftsrahmen für die verantwortungsvolle und sichere
Entsorgung abgebrannte und radioaktiver Abfälle, ABl. 2011 L199, S. 48.
論
説
法と政治 72巻 1号 （2021年 5月） 113（113）





























（73） BT-DrS. 17/13471, S. 23.
（74） K-DrS. 268, S. 22.






































内の代表者会［Vertretungskreis］（10条 3項 1文， 2文）からなる。地域
会議には立地選定手続の各段階に置いて意見表明の機会が与えられる（10
条 4項）。
さらに，BfEにより地域専門家委員会［Fachkonferenz Rat der Re-
gionen］が設立される（11条 1項）。それぞれ同数の各地域会議の代表者
と放射性廃棄物が中間貯蔵されている自治体の代表者から構成される（11
条 1項 2文， 3文）。地域会議の活動を広域的視点から支援し，各地表調
査地区間の利害調整を助ける（11条 2項）。
（76） Frenz, Atomrecht, § 10 StandAG, Rn. 8.
論
説

























射性廃棄物を密閉する能力（24条 3項）について別表 1ないし 4で地下水
の動態や岩盤の構成等に関する評価基準が設定され，隔離能力（24条 4項）



















116（116） 法と政治 72巻 1号 （2021年 5月）




























法と政治 72巻 1号 （2021年 5月） 117（117）
（78） 立地決定を法律形式で行う理由は，立地決定に対して可能な限り 大
限度の民主的正統性を付与することである（BT-DrS. 17/3471, S. 26.）。連

























争（批判的見解として，Mark Andre Wiegand, Konsens durvh Verfahren?
Öffentlichkeitsbeteiligung und Rechtsschutz nach dem Standortauswahlge-
setz im Verhältnis zum atomrechtlichen Genehmigungsverfahren, NVwZ
2014, S. 830, 833 f.）があったが，2017年法は立地選定手続の途中で訴訟を
提起する可能性を創出したため，法律による計画の合憲性は争点にはなら



















118（118） 法と政治 72巻 1号 （2021年 5月）


























（79） Frenz, Atomrecht, § 15 StandAG, Rn. 7.
論
説

























する（16条 3項 1文）。提案を受領した BfEは，事業主体による提案を審
査する（17条 1項 1文）。審査内容は地表調査地の提案に対する審査と同
様である。なお，BfEによる審査は安全性を対象とするので，事業主体が
（80） Frenz, Atomrecht, § 15 StandAG, Rn. 9.









































（82） Frenz, Atomrecht, § 17 StandAG, Rn. 7.
（83） BT-DrS. 17/13471, S. 28. もっとも，この「決定」が行政行為であると
されることには異論もある。なぜなら「確認的行政行為」は法状態を拘束
的に確認する規律としての性格を持つとされているが（Hartmut Maurer/
Christian Waldhoff, Allgemeines Verwaltungsrecht, 20. Aufl., 2020, § 9 Rn.
47.），この「決定」はそれには当たらないからである。この点については，
Bescheidという文言が用いられていること，立地選定法17条 3 項 4 文が
行政裁判所法68条に基づく不服申し立てを排除していることから，行政行
為の存在を想定する論拠の方が勝っているとされる（Frenz, Atomrecht, §
17 StandAG, Rn. 16.）。
（84） Gesetz über ergänzende Vorschriften zu Rechtsbehelfen in Umweltan-
gelegenheiten nach der EG-Richtlinie 2003/35/EG, Umwelt-Rechtsbehelfs-
gesetz vom 7.12.2006, BGBl I, S. 2816.
論
説

























衡量基準も適用される（18条 2項 2文）が，この基準は排除基準， 低要





































続法の順守に関する BfE決定（17条 3項 1文）が形式的に確定している
場合には，この段階での審査はこの決定に拘束される。この決定に対して
出訴が可能であることは，地下調査地の提案の段階での決定と同様である
（18条 3項 3文ないし 8文）。
（86） 審査の範囲は地表調査地の提案，地下調査地の提案に対する審査と同
様である（Frenz, Atomrecht, § 19 StandAG, Rn. 5.）。
（87） 2013年法は事業者による地表調査地区の選定の段階で，考慮すべき事
項として安全性にかかわる諸事項と並んで，「その他の公益」を挙げてい
た（13条 1 項 1 文）。この「公益」の意義について，「任意の」調査受入れ
姿勢の存在は，抵抗運動の減少等につながるのであれば「公益」として考
慮し得るし，「任意性」の積極的な考慮は立地選定の民主性を強化すると





（88） 確認的行政行為である。BT-DrS. 17/13471. S. 28.
論
説
法と政治 72巻 1号 （2021年 5月） 123（123）
以上の決定の後，BfEは連邦環境省に必要な書類を含めた 終処分施設
の立地提案を提出する（19条 2項 1文）。連邦政府は連邦議会及び連邦参


























（89） Smeddinck, StandAG, § 3 Rn. 5.
（90） BT-DrS. 17/13471, S. 20.

















































（92） Smeddinck, StandAG, § 3 Rn. 18.
（93） Smeddinck, StandAG, § 3 Rn. 37.
（94） Smeddinck, StandAG, § 3 Rn. 58.
論
説

























（95） Klaus Ferdinand Gärditz, Die Entwicklung des Umweltrechts in den
Jahren 20132014 : Umweltschutz im Zeichen von Verfahren und Planung,
ZfU 2015, S. 343, 357 f.
（96） Smeddinck, StandAG, § 3 Rn. 61.
（97） Hans Peter Bull, Was ist ›die Öffentlichkeit‹ und welche Befugniss soll
sie haben ? Zum Demokratieverständnis zivilgesellschaftlicher Verdände-am
Beispiel des Auswahlverfahrens für ein Atommüll-Endlager, DVBl. 2015,
S. 593, 596. Vgl. Ulrich Smeddinck/ Ulf Roßegger, Partizipation bei der
Entsorgung radioaktiver Reststoffe-unter besonderer Berücksichtigung des
Standortauswahlgesetz, NuR 2013, S. 548,550 ff.















































（99） AkEnd, S. 189.
（100） 参照，山本隆司「パンデミックにおける国の意思決定組織―専門家の
関与する機関に焦点を当てて」論究ジリスト35号（2020年）14，22頁。
（101） Hans Peter Bull, Wissenschaft und Öffentlichkeit als Legitimations-
beschaffer, DÖV 2014, S. 897,899.
論
説







































































法と政治 72巻 1号 （2021年 5月） 129（129）
Der Auswahl eines Standorts
für die Endlagerung hoch radioaktiver Abfälle
―Realisierung politisch Unrealisierbar―
Takashi NODA
Wie man den Standort der Endlagerung für hochradioaktive Abfälle
auswählt und wo soll es festgelegt wird, ist ein wissenschaftliches Urteil,
das von fortschrittlicher Wissenschaft und Technologie unterstützt wird.
Man kann jedoch sagen, dass es zugleich eine politische Entscheidung ist,
da es eine Entscheidung ist, die Last zu tragen, die die gesamte Nation an
einem bestimmten Ort und für hunderttausende Jahre tragen sollte. Es
wird auch nicht möglich sein, ohne die Zustimmung der lokalen Gebiets-
körperschat und der Bewohner des geplanten Standorts zu erzwingen, so
dass der Akzeptanz irgendwann zu einem Problem sein wird. In diesem
Sinne ist es unvermeidlich, politisch zu sein. Dann stellt sich die Frage, in
welcher Phase des Standortauswahlprozesses das Politische einbezogen
werden soll. Während das japanische System versucht, das politische
Element der lokalen Zustimmung zu Beginn des Prozesses zu klären, geht
das deutsche System von einer rein wissenschaftlichen Wahrnehmung aus
und so schränkt die Kandidatenstandorte ein. Das Vorhandensein oder
Fehlen einer lokalen Zustimmung wird erst in späteren Phase in Betracht
gezogen.
Der Standortauswahlprozess sowohl in Japan als auch in Deutschland
hat gerade erst begonnen, und die endgültige Entscheidung über den Stan-
dort wird in den nächsten Jahrzehnten getroffen. Daher ist es derzeit nicht
möglich, das Endergebnis jetzt vorherzusagen. Währens das deutsche Sys-
tem so konzipiert, dass die Sicherheit geprüft werden kann, ohne sie mit
anderen Belange abzuwägen, in das japanische System wird von Anfang
an die Sicherheit der Anlagen und deren Akzeptabilität mit gedacht. Aber



















130（130） 法と政治 72巻 1号 （2021年 5月）
für die Realisierung eines Projekts von wesentlicher Bedeutung ist, scheint
dies für Entscheidungen, die sowohl wissenschaftliches als auch politisches
Urteil erfordern, nicht angemessen. 論
説
法と政治 72巻 1号 （2021年 5月） 131（131）
